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講義レジュメ 

  日本テコンドー協会門人と正当防衛観  

 

                                                     ２０２６年７月２日 

                              日本テコンドー協会                               

会長  河 明生 

 

一、定義  

１，【日本テコンドー協会門人】 

  『日本跆拳道七大精神』を尊ぶ日本跆拳道二段以上の蹴士をいう。 

 

２，【正当防衛】と【過剰防衛】 

    刑法３６条１項  急迫不正の侵害に対し、自己または他人の権利を防衛するため  

                   已むことを得ざるに出たる行為はこれを罰せず 

               ２項 防衛の程度を超えたる行為は、 

           情状に因りその刑を減軽または免除することを得 

 

二、罪刑法定主義   

 

１，沿革 １８０１年、ドイツのフォイエルバッハ説 

      日本国刑法は罪刑法定主義を採用（英米法は判例主義採用）。 

 

２，日本憲法の罪刑法定主義 

 

 ①憲法３１条（適正手続きの原則→ＤＵＥ ＰＲＯＣＥＳＳ） 

         何人も法律の定める手続きによらなければ、 

        その生命もしくは自由を奪われ、またはその他の刑罰を科されない。  

 

 ②憲法３９条前段（遡及処罰の禁止）   

      何人も実行の時に適法であった行為については、刑事上の責任を問われない  

 

 ③憲法７３条６号の但書（内閣の政令による処罰・罰則の委任の禁止） 

            内閣は他の一般行政事務の外、左の事務を行う（１号から５号省略） 

            ６、この憲法および法律の規定を実施するために、政令を制定すること。  

但し、政令には特にその法律の委任がある場合を除いては 

罰則を設けることができない 
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三、日本刑法における正当防衛   

１，司法の判断 

  ①構成要件該当性 →   ②違法性   → ③責任 

 

 

２，正当防衛の解釈 

 １）構成要件該当性 

  ①刑法２０４条（傷害罪） 

   人の身体を傷害した者は１５年以下の懲役または５０万円以下の罰金に処する 

 

    ②刑法２０８条（暴行罪） 

   暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、２年以下の拘禁刑（旧懲役）   

または３０万円以下の罰金もしくは拘留または科料に処する 

 

２）違法性阻却事由→  刑法３６条１項  

 

四、判例  

 

１，最高裁１９８７年（Ｓ６２）３月２６日判決【昭和５９（あ）１６９９】  

 【勘違い騎士道事件】→１９８１年千葉県、空手３段の英国人Ａによる回し蹴りで死亡  

   ①千葉地方裁判所Ｓ５９年２月７日判決→無罪 

   ②東京高等裁判所Ｓ５９年１１月２２日→護送過剰防衛 

                傷害致死罪成立。ただし、刑法３６条２項により減刑 

   ③最高裁判決→傷害致死罪成立。ただし、刑法３６条２項により減刑  

 

２，構成要件の「急迫」を認めた判例と否定した判例 

 

①最高裁Ｓ４６年１１月１６日判決→急迫を認め正当防衛。 

Ｂが待ちかまえている場所に戻り、Ｂから殴打されたＣが反撃し加療１０日傷害  

 

②最高裁Ｓ３０年１０月２５日判決→急迫を否認。 

最高裁は傷害致死罪判決→「刑法２０５条  身体を傷害し、よって人を死亡させた者は３

年以上の有期拘禁刑（改正前は懲役）に処する」 

 

紛争渦中にあったＤが出刃包丁で刺しにきたので、Ｆは持参したが道路に置いていた日本

刀で返り討ちにした事件 

 

 

３，構成要件の「不正」を認めた判例と否定した判例 

 

①東京高裁Ｓ２７年１２月２日判決→Ｇの不正を認めＨの正当防衛を認めた判決。  
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Ｇが自宅におしかけ土足で部屋に入りＨとケンカ。Ｇは怪我をしＨは気絶した。  

 

②最高裁Ｓ２９年７月１５日判決→警察官Ｉの不正を否認し、Ｊの正当防衛を否定。  

警察官Ｉが、Ｊに職務質問したところＪが逃げたため警察官Ｉが追いかけ手をとり停止さ

せようとした際、Ｊが警察官Ｉを殴る 

 


